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【自転車月間】通勤時の混雑回避や健康のために自転車通勤をする人も多いですが、運転には細心の注意が必

要です。警察庁によると2022年の自転車関連事故は6万9985件で前年より291件の増加。全交通事故に占め

る構成比も2016年以降増加傾向にあり、こうした背景から2022年に自転車の悪質な運転に対して刑事手続き

を行う「赤切符」の交付が開始されました。さらに、今年の3月5日には信号無視や携帯電話の使用など112

種の違反行為に対して「青切符(交通反則告知書)」を交付する道路交通法改正案が閣議決定。通常国会で成

立すれば2026年までに実施される見込みです(3月31日現在)。毎年5月は「自転車月間」、 5月5日は「自

転車の日」です。これを機に、社内でも自転車の安全利用についての理解を深めましょう。



注目される新たな企業年金

選択型確定拠出年金のメリット・デメリット

企業にとって税金以上に負担が重いとされている法定福利費。その対応として、今注目を集めてい

るのが「選択型確定拠出年金」です。ここでは、企業型確定拠出年金の-つである選択型確定拠

出年金の特徴と、導入する場合に留意しておきたいメリット・デメリットを確認します。

企業型確定拠出年金

企業型確定拠出年金(以下、企

業型DC)は、事業主が掛金を負担

し、毎月拠出される掛金額に応じ

て、従業員自らが運用商品を選択

して運用する企業年金制度です。

企業年金は、主に退職金制度に代

わる制度として導入されてきまし

たが、現在では導入目的に応じた

制度設計を行うことが可能な仕組

みとなっています。

代表的な仕組みとしては、現行

の給与体系を変更せず、給与に上

乗せして掛金を支給する方法や、

支給される掛金の範囲内で従業員

が掛金を上乗せすることができる

マッチング拠出などがあります。

比較的新しい「選択型確定拠出年

金(以下、選択型DC)」では、給与

の一部を掛金の原資として、従業

員が確定拠出年金への加入・非加

入を選択することができます。選

択型DCは、企業にとって新たな

費用を負担する必要がないため、

企業規模にかかわらず導入が容易

な仕組みとなっています。

選択型DCの仕組み

選択型DCの導入にあたっては、

まず労使合意に基づいた給与体系

の変更が必要です。原則として、

給与の一定額に対して「生涯設計

手当」などの名称を設定します(以

下、生涯設計手当等)。給与の一

定額とは、確定拠出年金の拠出限

度額を指し、現在は月額5万5000

円となっています。ほかの企業年

金と併用する場合は、月額2万

7500円が上限となります。

従業員は生涯設計手当等である

5万5000円のうち、その一部も

しくは全額を従来通り給与として

受け取るか、掛金として拠出する

かを選択することができます。

掛金として選択した場合、給与

は実質減額となり、選択した掛金

は毎月個人の確定拠出年金口座に

積み立てられ、従業員自ら運用を

行うことになります。将来の受

取額は、運用実績により異なりま

すが、 60歳以降75歳までの間に、

年金または一時金で受け取ること

ができます。

また、加入資格は原則60歳末

満ですが、年金規約にて資格喪失

年齢の延長を定めた場合(最高65

歳)は、 60歳以上の従業員も加入

が可能となります。なお、継続勤

務の場合は、年金規約に定めるこ

とにより、最大で70歳まで加入が

可能となっています。

選択型DCのメリット

確定拠出年金の掛金は非課税で

あり、 3つの段階において税制優

遇措置が図られています。

1つ目は拠出時で、企業が負担

する掛金は確定拠出年金法上「事

業主掛金」と定義されており、全

額損金の対象となっています。選

択型DCにおいても同様に、所得

税法により、掛金は個人の所得と

はみなされません。企業型DCに

加入している従業員(以下、加入

者)の掛金は全額所得控除となり、

所得税と住民税ともに非課税扱い

となります。 2つ目は運用時で、

資産運用において利益が生じた場

合、運用益は非課税となります。

3つ目は受給時です。 60歳以降に

受給権が発生し、一時金として受

け取る場合は退職所得として退職

所得控除の対象、年金として受け

取る場合は雑所得として公的年金

等控除の対象となります。

また選択型DC特有のメリット

として、社会保険料の軽減が挙げ

られます。前述のとおり、選択型

DCの掛金は、加入者の所得とな

らないため、拠出時点では社会保

険料の算定基礎となる所得が発生

していないとみなされます。その

結果、選択型DCにおいては、掛

金の額によっては社会保険料が減

額されることになります。企業は

従業員に対して、福利厚生の充実

といった老後の資産形成を支援す

る名目に加えて、社会保険料の折

半負担である法定福利費を軽減で

きるという、大きなメリットがあ

ると考えられます。

選択型DCのデメリット

ただ、選択型DCには注意すべ
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き点もあります。まず確定拠出年

金は、専用Webサイトなどを通

じて従業員自らが資産運用や管理

をする制度です。ライフプランに

合わせた運用ができる一方で、運

用状況によっては将来受け取る年

金資産が掛金元本より少なくなる

可能性があることを、企業も認識

しておく必要があります。

また原則として、受給資格年齢

である60歳までは引き出すこと

はできません。 60歳より前に転職

または退職した場合、積み立てた

資産額を退職金として受け取るこ

とはできず、転職先の企業年金制

度や個人型であるiDeCoに移管し

て運用を続けることが条件となり

ます。

選択型DCにおいては、社会保険

の等級が下がることにより、様々

な保険給付額に影響を及ぼすこと

は避けられません。厚生年金保険

においては、将来支給される「老齢

厚生年金」の給付額が減少する可能

性があり、病気やけがで日常生活

に支障が出た場合に受給できる「障

害年金」をはじめ、 「遺族年金」の給

付額にも影響があります。同様に

健康保険に関しては、 「出産手当

金」や「傷病手当金」の給付額、ま

た雇用保険に関しては、 「育児休

業給付金」や「介護休業給付金」の

給付額が減額となる可能性がある

ので注意が必要です。更に、割増

賃金計算の基礎となる1時間当た

りの賞金額も減少するため、時間

外労働や休日労働、深夜労働に対

する割増賃金にも減額の影響が出

ることは留意する必要があります。

導入に関しての留意点

企業型DCを導入する企業は、

加入者が適切に資産運用を行うこ

とができるように基礎的な投資教

青を行い、導入後も継続教育を行

うなど重要な役割と責任が義務付

けられています。

特に選択型DCを導入する際に

は、給与の減額という側面から、

労働条件の不利益変更となり、給

与体系の変更をはじめとする就業

規則の変更が必須です。従業員に

対しては、デメリットも含めて十

分な説明を行い、従業員が納得し

た上で導入を決めることが重要な

鍵となります。

各運営管理機関が公表する「加

入効果シミュレーション」では、

税金や社会保険料の軽減額や将来

の年金額に影響する額などを個別

に計算することができます。導入

する際は、事例として数字をもっ

て説明し、従業員が将来の資産運

用を見据えて計画的に加入を検討

することができるように、丁寧に

対応していきましょう。
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DXなどに対応できる人材を再教育・再開発

リ・スキリングの進め方と活用できる補助制度

政府が掲げる成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主義」により、リ・スキリングの重要性が

高まっています。デジタルトランスフォーメーション(DX)への対応を迫られるなかで求められるり・

スキリングとは何か。その導入にあたり検討すべき点や補助制度等について見てみましょう。

リ・スキリングとは

l) ・スキリングとは、労働者が

今の仕事とは異なる新たな仕事を

するため、あるいは今の仕事でも

将来の大幅な変化に適応するため

の必要なスキ)レを学び直す取組み

のことをいいます。

例えば、工場や倉庫などで労働

者が担う肉体労働や単純作業を人

工知能(AI)を持ったロボットが行

うことになった場合、その労働者

の仕事はなくなります。しかし、

一方ではロボットの管理・監視や

システムの構築をする仕事が生ま

れることになり、ロボットに関す

る知識が必要となります。

リ・スキリングはデジタ)レ技術

の推進によって業務やビジネスモ

デルを変革し、企業価値を高める

上で必要な取組みです。 DXを推

進する企業では社内でDX人材を

育成するためのり・スキリングに

取り組むケースも増えています。

政府の方向性

岸田政権が掲げる「新しい資本

主義」は、第一の柱として「人への

投資」を重視し、 2022年には今後

5年間で1兆円に支援額を拡大

することを表明しました。産業構

造の変化によって失われる雇用か

ら新たに生まれる雇用へと円滑に

労働力を移動できるように、企業

が雇用する労働者の1) ・スキリン

グを推進することを奨励していま

す。これを受け、 2023年12月22

日に決定した2024年度の予算案

では、厚生労働省は「l) ・スキリ

ングによる能力向上支援」として

1468億円を求めています。

リ・スキリングの進め方

企業が労働者のり・スキリング

を支援するにあたっては、大別

して「企業内l) ・スキリング支援」

と「企業外労働市場へのl) ・スキ

ンリング支援」があります。「企業

内り・スキリング支援」とは雇用

する労働者が新たな知識や技術を

学び、社内での異なる部署や新た

な業務に移ることです。これは従

業員のモチべ-シヨンおよび新た

なやりがいの向上にもつながりま

す。労働力人口が減少する中で離

職率を下げ、採用コストを抑える

効果も期待できます。他方、 「企

業外労働市場へのl) ・スキリング

支援」は労働者が新しいことを学

び、社外の別の仕事へ転職するな

ど、新たな労働市場への移動を可

能なものとすることです。

企業内り・スキリングを進める

には、将来の事業構想の下に必要

となる人材像やスキルを明確にし

て、中長期的な人材育成計画・教

育プログラムの実施を検討しなけ

ればなりません。事業構想と戦略

を明確にすることで、リ・スキリ

ングの目標を経営課題とリンクさ

せて設定することができます。次

に教育プログラムや教育手法の検

討です。将来の事業戦略に則した

必要なスキ)レが明確になったら、

何をどのような方法で学ぶかを検

討しなければなりません。学習期

間、学習方法、学習ステップなど

中長期的かつ継続的に習得できる

プログラムを検討することが重要

です。また、新たなスキルを習得

したことによる個人のパフォーマ

ンスの向上や貢献度を評価する仕

組みも必要でしょう。

活用できる補助制度

企業全体でり・スキリングを導

入するには費用がかかります。そ

こで国や地方自治体では、企業が

雇用する労働者のl) ・スキリング

を実施するための補助金や助成金

を設けています。その一つが、厚

生労働省が実施している人材開発

支援助成金です。人材開発支援助

成金には、 (① 「人材育成支援コー

ス」、 ② 「教育訓練休暇等付与コー

ス」、 ③ 「人への投資促進コース」、

④ 「事業展開等リスキリング支援

コース」などがあります。詳細は

厚生労働省のホームページに掲載

されています。また、東京都の「D

Xリスキリング助成金」など、地

方自治体でもり・スキリングに使

える独自の補助制度等を設けてい

ます。これらを上手に活用して1)・

スキリングを進めましょう。
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企業当たりの売上高は24了,4億円

2022年度の企業活動基本調査を公開

経済産業省が公表した「2023年経済産業省企業

活動基本調査(2022年度実績)」の速報結果による

と、一企業当たりの売上高は247.4億円で、前年度

に比べて11.3%増加しました。経常利益は前年度

比14,0%増加、売上高経常利益率は前年度より0,2

ポイント上昇しています。また、付加価値額(企業

の生産活動によって新たに生み出された価値)は前

年度比2.8%の増加。労働分配率(付加価値額に対し

ての人件費)は前年度より0.3ポイント低下、労働

生産性(常時従業者一人当たりの付加価値額)は前年

度比2.3%増加となっています。

満

毎年恒例となっている「総務・人事・経理Week」

が今年も開催されます。これは総務や人事、経理な

どバックオフィス業務の課題を解決するための製

品・サービスを紹介する展示会で、福利厚生や会計・

財務、オフィス防災など8へ9の専門展で構成され

ています。開催中は出展社と来場者の間で直接商談

も可能です。 5月8-10日に東京ビッグサイト(東

京都)、 7月17-19日にポートメッセなごや(愛

知県)、 10月2-4日に幕張メッセ(千葉県)、 11

月20へ22日にインテックス大阪(大阪府)の4カ

所に加え、オンラインでの開催も予定されています。

「四季を彩る言葉

5

域の社会課題解決の担い手として期待

ア喜小企業庁がゼブラ企業の創出を推進

中小企業庁は、 「ローカル・ゼブラ企業」の創出・

育成に向けて「地域課題解決事業推進に向けた基本

指針」を策定しました。ゼブラ企業とは、社会課題

解決と経済成長の両立を目指す企業のこと。中小企

業庁では、事業を通じて地域の課題解決を図るとと

もに収益を確保する企業を「ローカル・ゼブラ企業」

と位置付け、彼らが多様な関係者から支援を受けた

り、協業したりしながら地域課題解決事業を進める

上でのポイントについてまとめています。今後はこ

の指針をもとに各地に多くのゼブラ企業が創出され

るよう取り組んでいくとしています。

性の平均賃金は男性の約7割

女の賃金格差の平均値を算出

女性活躍推進法の改正に伴い、 2022年7月8日よ

り常時雇用する労働者が301人以上の事業主を対象

に男女の賃金格差の開示が義務化されています。厚

生労働省は、女性の活躍推進企業データベースな

どから把握した対象企業1万4577社の公表数値か

ら、男女の賃金差異の平均値を算出しました(2024

年1月19日時点、対象企業の公表時期は事業年度

が終了してから概ね3カ月以内)。それによると、

全労働者の男性の賃金に対する女性の賃金の割合

の平均は69.5%。正規雇用労働者に限ると75.2%、

非正規雇用労働者に限ると80.2%となっています。

今の季節にまつわることわざや故事成語を挙げ、その意味や由来を紹介します。

燕の篭宜二葉くうかことし

ツバメは春から初夏にかけて日本に飛来する渡り鳥。このことわざは中国・

春秋時代の歴史書『春秋』の解説書『春秋左氏伝』にある一節で「燕はい

つ畳まれるかわからない危険な幕の上に巣をつくる」という意から、 「非常

に不安定な状態」または「危険なこと」のたとえとして使われます。

議謹凱ぞ講話の志を知らんや

「燕雀」はツバメやスズメのような小さい鳥、 「鴻鵠」はオオトリやクグイ

(白鳥)のような大きい鳥のことで、 「小人物には大人物の志は理解できない」

という意味です。中国・秦代末期の農民反乱の指導者・陳勝が、若き日に大

言を嘲笑されたことに対して嘆いた時の言葉で前漢の歴史書『史話』に話

されています。似たことわざに「猫は虎の心を知らず」などがあります。



4割強の人が「66歳以上も働く」と回答

高齢者における就労意欲と課題を考える
生産年齢人口が減少するなか、深刻化する人材不足の問題を解消するためには高齢者の労働

力が必要不可欠ですが、就業者は高齢での就労についてどう考えているのでしょうか。企業が高

齢者の雇用を促進するにあたって見ておきたい内閣府や厚生労働省の調査を取り上げます。

内閣府が3月に公表した「生活設

計と年金に関する世論調査」によ

ると、 「何歳まで収入を伴う仕事

をしたいか、またはしたか」につ

いて最も多かったのは「61へ65歳」

の狸5%でした。また、 「66歳以上」

が全体の4割強を占めており、高

齢になっても働く意欲を持つ人が

多いことがわかります(図表①参

照)。続く「その年齢まで働きたい、

または働いた理由」の回答は図表②

の通りで、 「生活の糧を得るため」

(75,2%)が最も多くなっています。

また、 「最も希望する就労形態、

または退職するまで主に働いた就

労形態」においては、 「役員を含む、

正規の職員・従業員」が鉱9%、 「期

間従業員、契約社員、派遣社員を

含む、非正規の職員・従業員」が

39.5%、 「自分で、または共同で事

業を営んでいる自営業主・自由業」

5〇歳以下 7.8% 

51-6〇歳 14.8% 

61̃65歳 28.5% 

66̃7〇歳 21.5% 

71へ了5歳 11.4% 

76へ8〇歳 6.1% 

81歳以上 3.6% 

これまで働いておらず、 
2.0% 

これから働く予定もない 
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が12.2%、 「家族従業者・家族が営

んでいる事業を手伝う」が4.0%と

いう結果でした。

年金が減らないように働く

同調査では「在職老齢年金制度」

の影響についても調べています。

在職老齢年金制度とは、就労して

一定以上の賃金を得ている00歳以

上の老齢厚生年金受給者を対象に、

当該老齢厚生年金の一部または全

部の支給を停止する仕組みのこと。

「厚生年金を受け取る年齢になった

ときの働き方」に対する回答は、 「年

金額が減らないように、就業時間

を調整しながら会社などで働く」が

444%と最も多く、 「働かない」が

23.6%で続いています。昨今、この

制度が高齢者における「就労の壁」

になるともいわれていますが、影

響はありそうです。

労働災害発生率が高い

一方で、 「令和4年高年齢労働

者の労働災害発生状況」 (2023年5

月、厚生労働省)によると、雇用

者全体に占める00歳以上の労働者

の割合が18.4%なのに対し、労働災

害による休業4日以上の死傷者数

に占める割合は287%。高齢者は身

体機能の低下等の理由から、若年

層に比べて労働災害の発生率が高

く、休業も長期化しやすいことが

わかっています。

同省ではこの課題に対し、 「高年

齢労働者の安全と健康確保のため

のガイドライン」や「高年齢労働者

に配慮した職場改善マニュアル」を

公開しています。高齢者の就労が

増えるなか、企業においては高齢

者が安心・安全に働ける職場環境

づくりが重要といえます。

出典: 「生活設計と年金に関する世論調査」 (内閣府)



乙幸なときどうする

労務トラブル回避Q&A

A

会社の商品を不正転売した従業員への対応について

商品の棚卸をしていたら在庫が合わないので調べたところ、在庫管理をしている従業員が商品

を盗んでインターネット上で転売していることがわかりました。これから本人に事実確認をし

て処分をしようと思いますがどのように対応すればよいでしょうか。 (G社・総説剛

商品の在庫は会社が占有する財物であり、 ど記録を残しておくことが重要です。会社の提示

それを不法に自分のものとすると窃盗罪

が成立することもあります。商品の在庫

管理を一部の従業員に任せっきりにしていると、商

品が窃取されて減少していることについて発覚する

のか遅れ、発覚したときにはすでに多額の損失に

なっていることもありますので十分に注意しなけれ

ばなりません。

会社のお金を着服したり、商品を盗んだり、また

盗んだ商品をネット等で転売するような不正行為を

行った従業員は、刑事上(業務上横領罪、窃盗罪)、

民事上(損害賠償金を払う責任)、就業規則上の懲戒

(懲戒処分)の3つの責任を負うことになります。

商品の窃盗や業務上横領が疑われる場合には、ま

ず本人に問いただす前に、できる限りの事前調査を

して、証拠を収集すべきでしょう。しかも、慎重に

進めないと、本人に気づかれてさらなる隠蔽工作を

され、結局確たる証拠が見つからず対応できないこ

とにもなり得ます。本人が業務上横領を認めず、か

つ証拠も不十分ですと、損害賠償請求は認められず、

懲戒解雇や解雇の処分を行っても不当解雇とされて

しまう恐れもあります。場合によっては、逆に名誉

毀損による損害賠償を請求されたりしかねません。

ネット上で会社の商品を転売しているような場合

は、本人のアカウントにログインして、販売履歴を

確認する必要がありますので弁護士に相談して社

内PCや従業員のPCの回収・確認などの対応が必要

ともなります。

また、事情聴取を行う場合には、予告なく本人を

呼び出して確認すべきでしょう。事前に予告をして

しまうと証拠隠滅されることにもなります。事情聴

取においては、本人が窃盗や業務上横領を認めるか

否かは別として、本人の言い分をすべて録音するな

した証拠資料との関係で矛盾する部分があっても何

らかの記録を残しておかないと、後々言った言わな

いの水掛け論になる場合があります。

事情聴取に基づき、本人がその事実を認めたり、

また証拠等から従業員の不正行為が明らかな場合に

は、損害が少ない場合でも、窃盗や業務上横領の犯

罪行為であり、会社に対する重大な背任行為ですの

で、懲戒処分が可能となります。また、被害額の大

小や発覚後の従業員の対応によっては、告訴して、

刑事上の責任を追及するか否かも検討しなければな

りません。刑事告訴するには、警察による犯罪捜査

を受けることにもなり、不祥事が社内外に漏れる可

能性があるので慎重に検討する必要もあります。

また、従業員が事実を認めたときは、就業規則に

基づき懲戒処分することになります。懲戒処分の種

類には戒告、減給、出勤停止、降格、論旨解雇、懲

戒解雇などがありますが、窃盗や業務上横領に対す

る懲戒処分として選択されるのは、諭旨解雇や懲戒

解雇が一般的です。

なお、解雇が有効と判断されるには、客観的に合

理的な理由があり、社会通念上相当であると認めら

れる必要があります(労働契約法第16条)。また懲戒

解雇するにあたっては、労働契約法第15条を踏まえ

て、懲戒処分の相当性の有無は、被害額や横領行為

の回数・期間、横領した従業員の地位や勤怠状況、

従業員に懲戒解雇の根拠の説明や弁明の機会を与え

たか否か、過去の懲戒事例との比較、といった要素

が考慮されるほか、裁判例や同業他社における先例

なども照らして判断されることになります。

したがって、懲戒解雇するにあたっては、十分な

事前調査や事情聴取に基づき、横領の事実や被害金

額を確認しておくことが重要です。

事前調査をして証拠を集めたうえで事情聴取をし、従業員が事実を認めた場合は

就業規則に基づいて懲戒処分を行う。隠蔽工作等をされないように、調査や聴取は
慎重に行うことが重要。
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オフィスの緑化で生産性アップ

就業者が自ら働く場所や時間を柔軟に選べる

フレキシブルな働き方が推進されるなか、従業

員が働きやすさを感じられるようにオフィス環

境の見直しを行う企業が増えています。しか

し、大掛かりな内装工事には手間やコストがか

かるもの。そんななかで比較的取り入れやすい

と、オフィス内に観葉植物などを取り入れる

「オフィス緑化」が注目されています。

ダリ-ン(緑)にはさまざまな効果があるとい

われています。農林水産省がまとめた資料「花

きの現状について」 (2024年3月)によると、花

きには五、と体をリラックスさせるストレス軽減

効果や、会話のきっかけとなってコミュニケー

ションを増加させる社会性向上効果があるとさ

れています。また、 「バイオフイリア」の効果と

して仕事の能率や生産性の向上があるとも報

告。バイオフイリ

アとは、 1984年に

提唱された「人は

生まれつき自然

や動物、植物と

の結びつきを好む(求める)」という概念です。

他にもインテリアのアクセントになり、社内

外に向けた企業のイメージアップにつながると

もいわれています。ただ、植物は水やりや勇足

などの手入れが必要。レンタルなら専門業者が

定期的にメンテナンスをしてくれますが、維持

費がかかります。そうした負担を軽減したい場

合には、水やりなどが不要なフェイクダリ」ン

(人工観葉植物)もあります。なかには消臭や抗

菌効果を持つとされるものもあり、企業は目的

や予算に合わせて取り入れているようです。

今月の一言

毎年5月(北海道は6月)は「水防月間」で

す。国土交通省は2011へ2020年の間に

約98%の市町村で水害・土砂災害が発生し

たと公表しています。企業においても水害対

策の必要性が高まっています。

※ 「今月の-言」の詰載内容は今後の掲載を約

束するものではありません。
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